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2.特集:再生医学の最近の動向
一幹細胞を用いた再生医学についてー
ライフサイエンス・医療ユニット 蛇原弘子、茂木伸一
2.1 はじめに
第2期科学技術基本計画(平成 13年 3月閣議決
定)において重点分野のーっとしてライフサイエンス分
野があげられており、この中で、国家的・社会的課題
に対応するため重点的・戦略的に取り組む課題の中
のーっとして再生医療が取り上げられている。また、再
生医学・再生医療を巡る生命倫理に関する議論も総
合科学技術会議等各種審議会等で活発に行われて
いるところである。このような状況を踏まえ、再ー生医主.
再生犀雪量りー最近りj動~_'-特J_;鞍主甲胞主用 I.t'た再.生l匡
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本務ー 集室ー まとめ;た9ー なお、本稿では、「再生医学Jを、
研究と治療(i再生医療J)の両方を含むものと位置付
けている。
2.2再生医学の可能性の拡大
再生医療については、これまで皮膚移植、骨髄移
植等のほかパーキンソン病患者の脳へのドーパミン産
生細胞の移植等が行われてきた。しかし、それぞれの
移植組織は極端に不足している。
それらを解決する方策のーっとして、幹細胞の利用
があげられる。幹細胞とは、自己複製により、自身と同
じ能力を維持することが可能で、、また複数種類の前駆
細胞並びに分化細胞に分化することも可能な能力を
持つ細胞のことである。このうち、二定の組識1提宜l三
金生-:t_~能力ーをー持ヨと主主Lる佐佐幹細胞と.>_.~主ら投9_
相織土器宜1;分:1七:士る.能力ー 主穿:2lf世斡定申lij包J:+_，Jま
表的l;}主移植ー用白柳胞入組織.，臓器り.作成主通c_-r
医療に貢献することが期待されている。さらに、クロー
ン技術と組み合わせ、個人別の拒絶反応のない臓器
を作る可能性も示唆されている。
なお、二種類の幹細胞のうち、l座f生幹細胞1;:フ)I.t' 
-cーはλ乏精L主主きjた初期1主主減朱土る主主ιょq初めー
て樹立されるものであることから、これを用いた研究・
医摩l;:?ど玄Jt，生命命.理(f)面泊三ら持1;慎重ー な議論一
が行われている。
本稿では、図表 Iに示したとおり、再生医学の面か
ら、①体性幹細胞及び脹性幹細胞を用いた研究の進
展について(第3章)紹介する。次に、再生医療の面か
ら、②再生医療と医療費との関係について(第4章)、
③再生医療の拠点形成の意義について(第5章)紹介
する。次に、④ヒト妊性幹細胞研究に関する生命倫理
の問題について(第6章)述べ、最後に第7章で、⑤特
に再生医学研究において問題となる「科学界の知識」
と「社会が共有で、きる知識」との関係について述べる。
図表1本特集の構成
本特集で取り上げた内容
①体性幹細胞及び旺性幹細胞を用いた再生
医学研究の進展(第3章)
②再生医療と医療費との関係(第4章)
③再生医療の拠点形成の意義(第5章)
④ヒト旺性幹細胞研究に関する生命倫理の問
題(第6章)
⑤科学界の知識と社会が共有できる知識との
関係(第7章)
2.3再生医学研究の進展
ポストゲノム時代を迎えた現在においても、生きた細
胞を作ることはできない。少なくとも、生きた細胞が必
要な治療には、生きた細胞を使わなければならず、現
在でも輸血や骨髄移植は、それに代わる治療法がな
し、。
現在入細胞z;損λ組横損ー傷J三主五堕憲一l;対土:る厚
生医療ー とv王朝胞移植.り.耳撞f生は拡太土る友向ー1;あ
る一均三三Jι~I;用~_~9細砲J主絶ー社的Ij三足旦な_~_\一試験
管の中で目的の細胞が調整できれば、細胞の不足を
補うことができる。
こうした中、細胞泊費(f)広がりを杓衷土_~~暫LI.t'知
見や技術が誕生している。具体的には次のような研究
が進められている。
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2.3.1体性幹細胞に関する最近の研究
(1 )パーキンソン病治療に向けた研究
ノミーキンソン病は、脳の黒質の細胞が死滅していく
ことで現れる病気であるが、こうした患者に対して胎児
の脳細胞を投与して失われた細胞を補う治療が試みら
れている。しかしながら、ひとりの患者に対して数個体
の胎児が必要であること、胎児の脳細胞の中から特定
の細胞だけを抽出して投与することは技術的問題から
困難であることから、現状においては、一般的な治療
法として定着していない。
こうした中、多くの大学や企業等で、モデルマウス系
を用い、パーキンソン病を治す神経細胞になる細胞に
特異的に存在するタンパク質(マーカー)の探索研究
が進んでいる。全後三三ご.jJご主主!l周L:玄泊費J.'ζ必要
.な細胞だ立を去量jζ~!? 三玄生1..を注射.~亡:玄1食土とど豆
医費ι結Q2~t~主期管室主3三~_~9.Q_
(2)損傷した神経機能の回復に向けた研究
慶臆義塾大学医学部の岡野栄之教授のグ、ループ
では、脊髄(頚髄)損傷モデ、ルラットを作成し(前肢の
動きが低下する)、脊髄損傷部分に神経幹細胞を移植
したところ、神経細胞等が分化し、神経ネットワークが
再構築され、前肢を動かす機能が回復することを示し
た(図表2)。
図表2 体性幹細胞を用いた神経機能回復治療
神経軸索の再生
障害細胞の再生
(科学技術動向研究センター で作成)
(3)分化した細胞の可塑性に関する研究
骨髄血液幹細胞が神経・筋肉・肝臓の幹細胞にそ
れぞれ分化することができることと、神経または筋
肉の幹細胞が骨髄血液幹細胞に分化することがで
きることが、これまでに明らかになっている(図表3)
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図表3 骨髄血液幹細胞の可塑性
神経幹細胞
筋肉の幹細胞 肝臓の幹細胞
(西JI撒損の資料をもとに科学技;術動向研究センター で作劇
2.3.2旺性幹細胞に関する最近の研究
(1 )旺性幹細胞の樹立
E上M怯芽細胞(F;:J号ー割胞;_e..I_I!!:!!yÇl_l).j5: .$~_1号取_ç豆lJ).~蝿
立c_(主成J_9_~_>_}長国_rz_1~ヨ之~ぷ2:1:1.立.才玄友~_当掌主手主.及及_1ぴF 
G史，er，目'on
表4生土-一_.沈亘).9.・
匪性幹細胞に関する研究は、主にマウスと霊長類
(アカゲ、ザル、マー モセット)を用いて進められている。
マウスの匹性幹細胞株が樹立され発表されたのは昭
和 56年、アカゲ、ザルは平成7年、マーモセットは平成
10年である。
ヒト匪性幹細胞に関しては、前述したように平成 10
年に初めて樹立された。これまでに世界で 64株のヒト
脹性幹細胞が樹立されている(図表5次頁)。
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図表4 ヒト妊性幹細胞の樹立
4豊
凶里担j
|分離した内部細胞塊|
( NIH reportrStem CellsJ 平成 13年 6月の図をもとに科学技術動向研究センターで作成)
図表5 ヒト旺性幹細胞株の数
NIH 1:報告さ
研究機関名称(国名) れたヒト旺性
幹細胞株数
Goeteborg University (スウェー デン) 19 
CyThera， Inc. (米国) 9 
Reliance Life Sciences (インド) 7 
Monash University (オー ストラリア) 6 
Karolinska Institute (スウェー デン) 5 
W(米ISC国on)sm Alumnl Research Foundation 5 
8resaGen， Inc. (米国) 4 
Technion-Israel Institute of Technology 4 (イスラエル)
N(イatンional Center for 8iological Sciences 
ド) 3 
University of California (米国) 2 
合計 64 
(西川教慢の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成)
(3)旺性幹細胞を用いた研究の課題
匹性幹細胞は試験管内で神経細胞や筋細胞、血
液細胞、インスリン分泌細胞等様々な細胞に分化する
多公也熊玄有:t_Q:ことが全企?ー 7亡¥;¥るだ)_}:"_O)_細胞ι
分1ヒ:1ごる企主剤衛士る機構.1.'こーヲ¥;¥丈一は現在J研託り途
ご士長ある~g - ~今後ーの課題ーと_V口主主ー隆一位静一細胞を旦的り
機能主賓T_Q]締w担f;:分1七主堂る誘導因壬り探索L 未
分化の細胞や様々に分化した細胞の混合物から目的
の細胞だけを抽出する技術の開発、分離した細胞を
生体外支効空前1[;:増一理主堂Jる技術!り開発などが挙げ
られる。
最近のマウス匹性幹細胞に関する研究成果として、
ある転写因子(Oct-3/4)が未分化状態の維持に関わ
っていることが分かっている。また、京都大学再生医学
研究所の笹井芳樹教授のグループでは、 SDIA
(stromal cell-derived inducing activity)法としづ手法を
開発し、試験管内で、マウス任性幹細胞からパーキン
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ソン病を治すドーパミン産生神経細胞へ高頻度に分
化誘導し、培養することに成功している。
2.4再生医療と医療費との関係
一般に、再生医療等の高度医療の普及は医療費増
大につながると懸念されているが、再生医療が必ずし
も医療費の増大にはつながらないことを示す事例もあ
る。
米国 NIHのロン・マッケイ氏は、マウスを用いて、匪
性幹細胞から梓臓細胞を分化誘導して皮膚に注射す
ることによって、糖尿病の治療をすることができるという
手法を開発している。(この手法の中で、脹性幹細胞
から醇臓細胞に分化誘導してして過程を完全に制御
することができないことが問題となっており、さらに研究
が必要とされている。)
目撃臓でインスリンを生合成することができなし、 I型糖
尿病の患者は15歳未満に発症することがほとんどで、
一生インスリンを打ち続ける必要がある。もしI回だけ
の細胞注射で I型糖尿病を完全に治すことができれ
ばL医療費ーは削減主主\.，ゑと雪之~:札るιこのことから、再
生医学が医療に応用されることは医療費増大に必ず
しもつながらなし叱考えられる。
今後、各方面で、再生医療と医療費との関係につ
いて議論が進められるものと予想される。
2.5再生医療の拠点形成の意義
2.5.1 米国ピッツパーグの例
医療産業の都市として成功した例として米国のヒロッ
ツパーグがあげられる。米国の肝臓移植のうち半数が
ヒ。ツツパーグで、行われている。臓器移植センターを中
心に医療、教育等が提供され、臓器移檀を会主主幅広
い分野でサービス産業が発達した都市になっている
(図表6)。
図表6 ピッツパーグにおける
生体組織工学産業の発展
----ピッツバー グの再生医療関連企業群企業数 26 
市場資本価値(推定)※ 43億ドル
年間総売上高(推定) 7. 74億ドル
※市場資本価値(推定)= Total market capitalization or 
valuation (estimated) 
(Pittsburgh Tissue Engineering Initiativeが2000年に行つ
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た調査の資料 http://www.pittsburgh-tissue.net/industry/
pdf /industry.pdfをもとに科学技術動向研究センター で作成)
ヒ。ッツパーグ、が成功した要因には、①鉄鋼産業が衰
退したことによって地域経済を何とか再生しなければ
いけないとしづ地域の強い意思があったことと、②知的
インフラがあったことがあげられる(例えば世界的に知
られた移植医である Starzl氏がおり、日本の移植医も
ほとんどここへ行って習っている)。
2.5.2わが国の動向~大阪圏における拠点形成~
大阪・神戸圏には、生理活性物質研究・発生学研
究・再生医学研究・移植医療・クローン研究・組織工学
研究等のトッフ。クラスの人材を擁する大学や研究機関、
企業が存在しており、理方主型企Jと:七る医境産業部ー 市
構想主在主出され支~.~9.9.この事業は、科学技術振興
事業団による地域結集型共同研究事業のーっとして
平成12年度から5年間の受託事業となっており、毘生
匡境(J)総会ー的ー技能基盤主閉ー楚士益三とJ主Jl.指ll-<_-:(~_~
るq
現在、中核となる先端医療振興財団・先端医療セン
ターや理化学研究所発生・再生科学総合研究センタ
ー、独立行政法人産業技術総合研究所ティッシュエン
ジニアリングセンター、京都大学再生医学研究所、京
都大学探索医療センター、大阪大学未来医療センタ
ー、その他関係病院等の施設が連携を図りつつある
中、今後はこの連携体制を上手く機能させ続けること
が課題である。
さらに、図表7に示した施策が、大阪圏におけるライ
フサイエンスの国際拠点形成にむけて進められてい
る。
図表7 大阪圏におけるライフサイエンスの
国際拠点形成にむけた施策
( 1 )大阪北部地域及び神戸地域における集積拠
点の形成
研究機能の強化、企業化支援等に必要な
施策の集中実施
(2)両地域をはじめとするライフサイエンス集積拠
点の相互連携強化
産学官連携による推進体制の整備、高速大
容量の情報ネットワークの構築等
(3)関係各省等による協議の場を設置し、総合的
な支援を集中的に推進
2.6 ヒト匪性幹細包研究に関する生命倫理の問題
わが国を含む医療先進国では、前述したように、匹
性幹細胞の医療への応用に対する期待が高い。 しか
しながら、生命倫理の側面から、 匹性幹細胞に関する
研究への取り組みについては、各国で慎重に議論が
行われている。
巳h庇1生静細胞はL支精後三.!If盤胞期ま支発生が進
んだ妊の内部細胞塊から作成されるものであるため、
受精してできた初期匹を滅失するとしづ手順を必ず踏
まなくてはならなし、(図表414頁)。
したがって、滅失すると決定されたヒトの初期医は細
胞の集合体にすぎないという考え方と、受精の瞬間か
ら、あるいは脹のある一定の段階から人間であり、それ
を人為的に滅失するものであるとしづ考え方とが存在
する(図表 8)。
ここで重要となるポイントは、適切な意思決定システ
ムを構築することである。例えば、研究者は社会に対し
て十分に情報を開示すること、多様な価値観を持つ者
が互いの違いを認、めつつ議論しあうプロセスを持つこ
と、その上で一定のルールを作ること等で、ある。このう
ち、研究者が社会に情報を開示することについては次
章でふれる。
わが国において、ヒト匹性幹細胞の研究に関する生
命倫理について初めて検討されたのは、科学技術会
議生命倫理委員会の下に設置されたヒト匪研究小委
員会においてで、あった。ここで、ヒト匪性幹細胞を始め
とするヒト匹を対象とする研究における生命倫理の側
面からの検討が行われ、平成 12年 3月に「ヒト匹性幹
細胞を中心としたヒト匹研究に関する基本的考え方」を
取りまとめた。
その中でヒト脹性幹細胞の樹立については、人の生
命の萌芽としてのヒト匹を用いるとしづ点から慎重に行
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うべきであり、ヒト匹性幹細胞についてその恩恵とヒト匪
を滅失するとの問題点を考慮し、厳格な枠組の下であ
れば認めることとした。 使用については、ヒト匪性幹細
胞が濫用されれば、し、たずらにヒト匹の滅失を助長す
ることにつながりかねず、樹立に際しての慎重な配慮
を無にする結果となり得る可能性があり、 また、あらゆ
る細胞に分化で、きる性質をもっていることから、倫理上
の問題を惹起する可能性があるため、一定の枠組を
整備する必要があることとした。ヒト脹性幹細胞の臨床
研究については、医療行為の安全性品、う観点からの
検討が必要とされ、 臨床利用に関する基準が定められ
るまでは、人個体へのヒト任性幹細胞及びその分化し
た細胞、組織等の導入による臨床研究は認められな
い、とした。
この「ヒト匹性幹細胞を中心としたヒト匹研究に関す
る基本的考え方Jを受けて、文部科学省は「ヒト ES細
胞の樹立及び使用に関する指針について」案を作成
し、パブ、リック・コメントを募集した。その後、平成13年4
月に案は総合科学技術会議に諮問され、 下部組織で
ある生命倫理専門調査会を中心に検討が重ねられ、
平成 13年8月に答申が提出された。
芽成 13 仔一月一旦 25 旦J.~.~部相会主宜主.~_f.~上 ES細胞
りJ樹立及g~使用-ι閉;する指針J.坦随行さ.札た旦Fこの中
で、主上j既性幹細胞.~.~援~.~K.開!でて:I_I:t. L~. V尊厳.~
慢す三と役など主ふ誠実力三?j璽重.1;，思m.~.".を:fI?:Þ.り
と主れたQ まーた〉ー;そり樹立及。-使用はー〉ー当会ーり開三基礎
的研窓t;.~~9.ーもーりーと主れた(~. ~会第 2 項より).9.f芳辻:I."
医療ι周l.t¥.るため一り医薬品一り製造竺きー 医薬品ー り毒性
検査ー警ι用どるた及空~!:;.~J睦仕草全剤胞り.ð..量供給主Jど
医境関連分.!!!r~.'り.使用も現性点?と1主1îÞ!~.~.~三とと'L-
た9.
主要先進国におけるヒト匪性幹細胞を巡る動きにつ
いて、次頁の図表9にとりまとめた。
ヒト初期症は、私達人間と
図表8 ヒト阪とはいかなる存在なのか?
(西川教授の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成)
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図表9 ヒト佐性幹細胞を巡る各国の動き
国名 年月 ヒト旺性幹細胞を巡る動き
日本 平成13年9月
ヒトES細胞の樹立及び使用に関する指針により、ヒト旺性幹細胞の樹立及び使用
は、当分の問、基礎的研究に限る。
ドイツ 平成2年 旺保護法により、ヒト旺研究は全て禁止されている。
イギリス 平成13年1月
ヒト受精・旺研究法により、人クロー ン旺からのヒト旺性幹細胞の樹立が可能となっ
た。
米国 平成13年8月
大統領令により、ヒト旺性幹細胞の使用研究に公的助成を認めるが、新たなヒト匪
性幹細胞の作成を認めない。
生命倫理法により、観察以外のヒト旺研究は禁止されている。
フランス
余剰匹からのヒト旺性幹細胞樹立を可能とする法改正案を議会に提出予定。
2.7おわりに
これまで、科学者は、科学的知見により得られた知識
を生産して社会に提供してきた。その科学的知見に基
づく知識の社会への還元は社会がその知識を「頼り
になる知識jすなわち社会的に信用され得る知識とし
て受け入れ、最終的にはその成果が生産物になって
社会に貢献するとしづ形で行われてきた。
全f皇民主ー 特J;;'厚生長主研究ー E:;お司1，-，-玄民ー >_1主主主的去り
見y;'基土手三期識?と社会i5;きまk主透明性高三;公閉Lλ乏
札色り却j識かーら賛成λ反対λー型立与J様;~!主主IJ慨を士亘
社会ー と対話主繰り返士二とι主Pーも r位会ー 芯芸.宥7をさる
坦講i主万三成主主盃色ど)i}_~主主ー課題ーとな?ー~y_:_~-(図表
10一民ー頁)_9-
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(科学技術動向研究センターで作成)
また、個生jり班~.機l閉止は~g!J_(_;;._，_三股1;;'主主主も主IJ周
主主るよ三な生命註~~_t責理機関ーを設立 l弘三二主~_i2，_
必要な賃ー曹点三股り車民~;もむなーり~~~土日野~J;、賞;;
出τ1，-'三よ~_~2援態お望ま_~_~_~~J図表!L_tt~)_o__(例え
ば理化学研究所発生・再生科学総合研究センターで
は、機関内審査委員会 (IRB: Institutional Review 
Board)において、生命倫理のいろいろな問題を議論
するだけではなく、研究所外部の立場にたって研究所
活動の社会への情報開示のあり方を検討している。)
[謝辞}
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図表10科学界の知識が社会共有の知識となる過程の変化
くこれまで>
社会
容哲
誼箇
信頼できる知識
科学界
く今後のあるべき姿>
(科学技術動向研究センターで作成)
図表11 科学界の知識と社会共有の知識となる過程の変化
生命科学関係者には積極的な情報開示が求められる
1科学者の自覚と積極的な社会への情報公開
・マスメディア、経済人、法曹人による現場研究室への「留学制度J
.サイエンスコミュニケー ションの充実
2 誰でも利用できる生命科学情報機関の設立
('[9川教授の資料をもとに科学技術動向研究センターで作成)
本稿は、科学技術政策研究所において平成13年9
月12日に行われた京都大学大学院医学研究科西川
伸一教授による講演会「再生医学の最近の動向一再
生医学は何をもたらすのか-Jをもとに、 我々の調査を
加えてまとめたものである。
本稿をまとめるにあたって、西川伸一教授には、ご指
導をいただくとともに、関連資料を快くご提供いただきま
した。また、慶磨、義塾大学医学部岡野栄之教授、京都
大学再生医学研究所笹井芳樹教授、河崎洋志助手に
は、貴重な関連資料を提供していただきました。文末に
はなりますが、ここに深甚な感謝の意を表します。
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